
団体名： 渥美商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 129.8 ％） （達成度 110.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 98.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 117.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 95.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

本年度よりステージ
の設営を廃止し、
目玉となるイベント
を大道芸人の路上
ショーにすることで
来場者に新鮮な印
象を与えられた。ま
た、会場と時期に
ついて検討したが
現状が望ましいと
いう結果となった。
しかし、８月の猛暑
の影響から客足は
鈍いため、開始・終
了時間を１時間遅
らせたことで、より
多くの集客に繋
がった。当面はこの
イメージが定着する
まで継続したい。

目標
数値

20
実績
数値

19
目標
数値

指標

１）地区商工業者に協賛金
を募り、抽選券を発行する
ことで消費者の購買意識の
向上が図れた。
２）商工業者が自ら出店す
る機会を与えることにより地
域住民との密接な交流を
図れ自店のＰＲに務めるこ
とができた。
３）出店者は地域活性化に
対する意識が高まり、地域
への関心と自店発展への
向上効果が図れた。
４）商業振興事業費補助金
（地域商業活性化事業）を
活用し、地域防災および交
通安全の啓発が図れた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

指標

小規模事業者の経営等に
於いて、必要とされる事項
を開催することができ、受
講者の資質の向上を図るこ
とができた。個別指導では
専門家より指導を受けられ
課題解決へと繋がり、経営
計画に前向きな姿勢をとれ
るようになった。

目標
数値

218
実績
数値

255
目標
数値

祭典事業（あつみ
夏まつり）

地域住民の賑わいやふれあ
いを通じて「まち」の活性
化を図るとともに、今後の
地場の産業発展を目指し
て、夏の風物詩である夜店
「あつみ夏まつり」を開催
し、地域の内側から「ま
ち」の元気を促進する。

実施日　８月２５日（土）
来場者数　8,082人
会員出店者数　19件
各種団体者数　16団体

商工業者

指標

笑店街参加企業数

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

多くの事業者が参
加しやすい体制を
整え、適宜ニーズ
にあった内容及び
時期を思案し開催
していく。

年間を通しての記帳指導と
源泉・年調・決算申告の指
導を通し、申告納税制度へ
の理解と正しい記帳による
正しい申告の重要性を認
識してもらえた。
また、ｅ－Ｔａｘによる電子申
告も多くの事業主がその利
便性を認識し、マイナン
バーカードの取得者が増
加した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

自主申告納税制度
への理解を深め、
正しい記帳・申告を
推進し、経営力の
向上を支援してい
く。

目標
数値

92
実績
数値

91
目標
数値

実績
数値

講習会事業

多様化する経営環境に対応
するため、小規模事業者に
とって必要な経営・金融・
税務・経理・労働・情報化
等の知識習得や時事的な問
題についての啓蒙を図り、
小規模事業者が抱える経営
上の問題点に対応する実務
的な講習会及び個別指導会
を開催する。

集団　経営一般　２回　４０人
　　　　税務　　　　２回　４５人

個別　経営一般　７回　１５人
　　　　金融　　　　１回　　２人
　　　　税務　　　２２回　１５３人 小規模事業者

指標

講習会参加者数

事業実績

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営発達支援計画
の採択により、小規
模事業者への伴走
支援の強化を充実
させる。また、地元
金融機関との連携
による県資金及び
マル経推薦件数の
増加を始め、経営
革新等認定支援機
関として各種制度
支援を目指す。課
題としては、３１年１
０月より消費増税、
軽減税率の導入が
始まることから、小
規模事業者の価格
転嫁を始め記帳指
導など支援に努
め、キャッシュレス
決済の普及ＰＲ、お
よびＢＣＰ（事業継
続計画）のＰＲを強
化したい。

巡回・窓口相談指
導事業

経営指導員等が小規模零細
企業を中心とした事業所へ
訪問。
融資等の金融相談、従業員
や企業規則等の労務相談、
申告時期の税務相談など、
経営全般について様々な相
談への対応をすることによ
り健全な企業の育成を図
る。窓口指導についても、
今まで以上に門戸を広げ、
経営改善に資する指導を行
う。

・巡回窓口指導実企業数２６２
企業
（内、非会員１６企業）
・巡回窓口指導延件数７７９件
（内、非会員４０件）

・課題解決提案件数２２件

・専門家派遣　延6回派遣
・経営革新計画承認件数　１件
・ものづくり補助金申請件数1
件
・小規模事業者持続化補助金
申請件数　9件
・経営力向上計画承認件数2
件
・田原市先端設備等導入計画
承認件数　1件
・田原市特定創業支援事業補
助金申請件数　2件 779

目標
数値

20

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

記帳継続指導

商工会の職員が、個人事業
主等を対象に正しい記帳方
法や決算等の指導を行い、
適正な税務申告と経理の自
計化や計数管理による経営
力の向上を支援する。

指導対象事業者数　９１件
指導日数　７８５日
指導回数　９１４回

小規模事業者

指標

指導対象事業者数

指標

目標
数値

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

　巡回窓口業務を通じて本
年度は、大きく小規模事業
者持続化補助金の制度浸
透が図れた。特に自治体
の商工業施策は使いやす
くなり、制度利用に関する
相談が多かった。
　また、創業相談、補助金
申請、設備導入計画を通じ
て事業計画の作成をするこ
とで、経営者が必要性を感
じてくれたことは、確実に今
後の支援に繋がる。
　金融に関しては、田原市
の利子補給制度の継続実
施の効果もあり、昨年度より
相談件数、実行額ともに増
えた。特に設備投資案件
が増えたことから、業種に
よっては景気が回復傾向
にある。

実績
数値

22600
実績
数値

事業名 事業概要（背景・目的）

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 渥美商工会

得られた効果 備考
事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的）

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 95.5 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 105.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 775.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 200.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 104.3 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

指標

経営への参画、経営に必
要な知識の習得の他、地
域社会の活性化活動への
参加やセミナーを通じて他
業種間の交流と自己啓発
が図れた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事業の開催回数

青年部員間での交流や社会
福祉を通じて地域との関わ
りを持つことにより、地域
社会の発展に寄与する。

研修会及びコミュニティー活動
の開催、地域活性化事業等の
本会事業への参加。また、随
時、常任委員会を開催。
青年部事業回数　８０回

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

部員の高齢化と事
業の廃業等による
部員数は減少傾向
にある。魅力ある企
画と事業を充実さ
せ加入勧奨に繋げ
たい。

目標
数値

23
実績
数値

24
目標
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業内容を充実さ
せ、企画・運営を通
しより良い人材の育
成に努める。

指標

青年部事業を通して、地域
リーダーの後継者を育成
し、県内外問わず、同世代
の仲間との交流や各種事
業実施の経験をする過程
において自分を磨き、企業
及び地域の後継者としての
知識の習得や人格形成が
できた。

目標
数値

40
実績
数値

80
目標
数値

女性部事業 女性部員間での交流や社会
福祉を通じて地域との関わ
りを持つことにより、地域
社会の発展に寄与する。

研修会及びコミュニティー活動
の開催、地域活性化事業等の
本会事業への参加。また、随
時、常任委員会を開催。
女性部事業回数　２４回

女性部員

指標

青年部員

指標

事業の開催回数
青年部事業

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

新たな受け入れ企
業の発掘に努め
る。

目標
数値

8
実績
数値

8
目標
数値

指標

小規模事業者の慢性的な
人材不足が、技能実習生
の受け入れを行うことで安
定的な人材を確保し生産
活動を維持し継続すること
が可能となっている。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

観光地であることに
意識を高め、集客
するためには何が
必要かを常に考え
させるよう企業の意
識改革に努める。

目標
数値

120
実績
数値

930
目標
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

指標

伊良湖岬は観光地であると
いう認識を高め、企業が協
力し合って、観光客を迎え
る体制作りができ、「綺麗な
観光地」のイメージを形成
することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

人材育成事業（外
国人実習生受入事
業）

外国人技能実習生受入企業
の活性化と国際貢献を目的
として、外国から意欲ある
優秀な若者を受け入れ、わ
が国の優れた「技術･技能･
知識」を職場で実際に作業
をしながら習得し、帰国後
に母国の産業振興に寄与で
きる人材の育成を図る。

新規受入人数　８人
企業巡回１８回
技能検定試験の実施

渥美商工会会
員

指標

技能実習生新規受入人数

隣接する地域のカード事業
と共同でイベントや店舗情
報を消費者へアピールする
ことによるスケールメリットを
感じられ、新規顧客の確
保・購買力の流出防止に
繋げることができた。

総
合
評
価

観光振興事業（ク
リーン事業）

地域小規模事業者が一団と
なって、渥美半島＝観光地
という認識を高め、お客様
を迎える体制作りをする為
にも、観光地にとって大き
な比重を占める清潔度を取
り上げ、小規模事業者によ
る渥美半島クリーン事業を
行う。

観光の活性化として渥美半島
の代表的な観光地である伊良
湖岬周辺の清掃活動を重点的
に実施。
　６月９日（土）開催
　参加者数９３０人

商工業者、ボ
ランティア

指標

参加者数

商工業振興事業
（ポイントカード
等推進事業）

ポイントカード事業の推進
により、顧客確保、商圏内
からの購買力の流出防止や
大型店対策を図り、商工業
者の発展及び地域産業の活
性化を図る。

販売促進並びに消費者サービ
スを目的として、カード事業の
宣伝活動及び共同売出し、抽
選会、招待会等のイベントを開
催。
　折込チラシ等販売促進イベン
ト回数　２１回

事業加盟店

イベントがマンネリ
化しないように常に
イベント内容を精査
し、加盟店の負担
にならない、簡単で
誰もが楽しめるイベ
ントを模索する。目標

数値
20

実績
数値

21
目標
数値

指標 事
業
者
へ
の

調
査
結
果

指標

販売促進イベント回数

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

目標
数値

22
実績
数値

21
目標
数値

加入件数及び構成員数

指標

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

行政・漁業組合等
と連携を図り、貝の
需要と供給のバラ
ンスを認識しなが
ら、渥美半島で採
れる貝のおいしさを
市内外へ伝える方
法を企画する。

４月８日は貝の日であること
を関西方面にもＰＲ出来た
ことで広域に認識させること
ができた。地元漁師さんに
よる垂下あさりの養殖が成
功し今年度より販売され今
後のあさりの供給に安定の
見通しがみえ、飲食店での
食材としての取扱がし易く
なった。

総
合
評
価

Ｂ

実績
数値

地域振興事業（貝
づくし渥美事業）

渥美半島の観光資源を活か
した物産品開発や観光サー
ビスについて調査・研究・
開発を行った結果、渥美の
観光食材づくりの位置づけ
として、「貝」を取り上
げ、平成２１年２月１４日
を皮切りに「貝づくし渥
美」をスタート。内容は、
渥美地区全域に「貝」を浸
透させ、「貝づくし渥美」
を根付かせ、観光客へ「貝
づくし渥美」をＰＲし活気
ある観光地への位置づけを
目的とする。

協力店全体会議　６回
４月８日貝の日イベントの実施
物産展等への参加１０回
全国どんぶりサミットへの協賛
参加
渥美半島菜の花まつりへの協
賛参加 飲食店、宿泊

施設を中心と
した商工業者

指標

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 渥美商工会

得られた効果 備考
事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的）

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 94.8 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 73.3 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 110.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 90.7 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ
両方現行どお

り

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

セミナーは事業承
継をテーマに知識
を身につける事業
の発展を目指す。
三河湾で繋がって
いる鳥羽市との交
流を更に深め、交
通機関である伊勢
湾フェーリー乗船
客の増加を目的と
した企画を図る。

目標
数値

1000
実績
数値

907
目標
数値

料理対決参加者数

指標

セミナー参加者数

広域的な連携を行うことに
より、田原市の魅力的な地
域資源をより広くＰＲし、地
元客はもちろん、観光客の
取り込みができた。
また、青年部員がこれらの
地域経済の問題に対し常
に意識を持つ感覚を養い、
その解決に向けた経験を
身につけることで、地域経
済の中心を担っていく者と
しての資質の向上を図るこ
とができた。

総
合
評
価

Ａ

20
実績
数値

20

各種事業の回数

税務関係団体指導
事業（法人会事
業）

法人会の税務支援・地域貢
献の活動をサポートし、事
業運営に協力することによ
り、国・地方公共団体、地
域社会への貢献や発展のた
めの一助となり、ひいて
は、商工業の活性化に資す
る。

社長税務研修会、キャッシュレ
ス決済活用セミナー、経理担
当者税務研修会を開催。
税の啓発活動として税金の使
い道の記載された「れんらく
ちょう」を小学校新１年生に配
布。
法人会本部及び関係団体との
情報交換や連携を密にし組織
強化を図った。

本部事業　11回
本部事業　研修会　1回
参加人員計15名

支部事業　8回
支部事業　研修会　2回
参加人員計66名

１６日間申告の指
導会を開催した
が、依然として後半
の日程に参加者が
集中してしまう傾向
がある。次年度も同
様に２月中の早期
提出を呼び掛け時
間に余裕を持った
申告処理が出来る
ように改善を図る。目標

数値
40

実績
数値

44
目標
数値

指標

所得税を中心とした、源泉
や年末調整、決算書作成
及び消費税等、年間をとお
しての指導会の開催により
会員の方の税知識の向上
を図るとともに、実際の申
告等の業務においても円
滑な処理を行うことが出来
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

次年度もセミナー
等の研修会の充実
を図ることで、法人
会活動のＰＲ強化
を図る。また、本
部、及び税務署と
連携し、経営者の
租税への理解と啓
発に努める。

若手後継者等育成
事業

若手後継者である青年部員
が、地域経済の発展（マク
ロ）と小規模事業者の持続
的な発展（ミクロ）の両面
から、その課題解決に向け
た取り組みを行うことで、
地域経済の中心を担ってい
く者としての資質の向上を
目的とする。

事業承継セミナー
　開催日：１０月１７日・２３日・２
９日
　参加人数：２０名

商工会青年部全国大会
　開催日：１１月２１日～２２日
　参加人数３名

鳥羽伊良湖観光交流事業
　開催日：３月２４日
　来場者数５，０００人
　両市の地域資源を活かした
対決勝負のイベントを実施

一般参加者
小規模事業者

指標

指標

支部事業としては、会員視
察旅行を取りやめ、研修会
の実施回数を増加させ、企
業経営力・経営資質の向
上に努めたことで、消費税
の軽減税率を始め、インボ
イス制度やキャッシュレス決
済と、経営者として知って
おかなければならない事柄
や今後、必要となる税務等
の知識の習得が出来た。

目標
数値

30
実績
数値

22
目標
数値

税務関係団体指導
事業（青申会事
業）

青色申告会等の税務支援団
体・地域貢献団体の活動を
サポートし、事業運営に協
力することにより、国・地
方公共団体、地域社会への
貢献や発展のための一助と
なり、ひいては、商工業の
活性化に資する。

源泉徴収事務、年末調整事
務、決算・確定申告事務を開
催。
税務研修会など会員相互の交
流事業を開催。
連合会及び関係団体との情報
交換や連携を密にし組織強化
を図った。

　役員会等　６回
　税務指導会　２２回
　管内事業への出席　１１回
　関係団体への出席　５回

青色申告会会
員

指標

法人会会員

指標

廃業は無かったが
従業員の高齢を理
由とした退職などか
ら雇用不在による
委託解除が目立っ
た。国内を始め地
域の人手不足が改
善されない限り、現
状を維持することが
今一番の取り組み
である。また、次年
度は働き方改革に
よる法改正が順次
始まることから、事
業主への情報発信
と理解に努める。

目標
数値

58
実績
数値

55
目標
数値

指標

労働保険料の納入を始
め、各種事務手続きを代行
することで、商工業者の事
務の負担軽減が図れた。ま
た、労働保険相談窓口とし
て対応でき、企業の適正な
労働保険業務に繋がった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

各種事業の回数

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

労働保険事業

事業主等の委託を受けて、
事業主に代わって労働保険
料の申告納付その他労働保
険に関する各種の届出等の
事務手続を行うことによ
り、中小事業主の事務処理
の負担を軽減し、労働保険
の適用促進及び労働保険料
の適正な徴収を図る。

算定基礎賃金報告書に基づき
労働保険料の申告・納付（３
期）。
労働保険に関する各種届出の
事務手続。
巡回・窓口指導など従業員把
握とともに、加入促進。
　委託事業所数　５５件 従業員を雇用

している商工
業者

指標

委託事業所数

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


